










常任委員会～とよた市議会だより～　　平成24年 12月
定例会号 ～とよた市議会だより～　　平成24年 12月

定例会号常任委員会

委 員 会
　１２月１９日の本会議で委員会に付託された案件の審査を、６つの常任委員会で行いました。
委員会の審査内容について、主な質問と答弁を要約して紹介します。

12月20日、付託された18議案を審
査し、議案のすべてを全会一致で承
認しました。

　案内標識、警戒標識及び
補助標識等の寸法を２分

の１に縮小できる規定を設けるに至っ
た理由は何か。

質  問

答  弁 　これらの標識について
は、拡大することは認めら

れていたが、縮小することは認められ
ていなかった。
　道路幅の狭い箇所で標識に車が接
触し、曲がった事例が見られるため、標
識寸法を縮小し、通行に支障がないよ
うにすることで、安全性の向上を図る
ためである。

【第122号】豊田市市道に設ける案内標
識等の寸法を定める条例

答  弁 　定住促進に向けた取組
に、産業振興に向けた取

組や交流の促進の取組など、人を
迎え入れることができる農山村地域
を目指した施策を連携して実施して
いる。

【第135号】豊田市農山村定住応援
住宅条例

　一時的に居住すること
のできる住宅をつくると同

時に、農林業従事者を増やす施策や
農山村に定住してもらう施策を一体
的に実施すべきと思うが、どう考えて
いるか。

質  問

答  弁 　裁判の途中に相続人
が亡くなったような場合

は、亡くなった方の分の裁判を分離
し、それ以外の方の裁判の判決を先
にいただく形になると思われる。亡く
なった方の分の裁判については、そ
の相続が確定した段階で別に判決
をいただく形をとっていく。

【第155号】訴えの提起（時効取得に
よる土地所有権移転登記 
手続請求事件）

【第111号】豊田市指定障害福祉サー
ビスの事業等の設備、運
営等に関する基準等を定
める条例

答  弁 　本市では大規模な災害
が発生した場合に備えて、

市内の入所施設と、災害時に要援
護者の避難施設として民間社会福
祉施設等を使用することに関する協
定書を順次締結している。
　この協定書では、市が日常生活用
品、食料品および医薬材料等の必
要な物資の調達に努めるものとされ
ており、さらに必要物品の備蓄を条
例で義務付けることは、施設側に過
度な負担を強いることになると判断
したためである。

　災害対策として食料の備
蓄に関する独自規定を設け

ない理由は何か。

質  問

産業建設
委 員 会

12月20日、付託された15議案を審
査し、議案のすべてを全会一致で承
認し、請願１件は不採択としました。他
に陳情４件を報告しました。

環境福祉
委 員 会

答  弁 　東日本大震災により被
災した地方公務員に対す

る臨時的な公務災害補償等の給付
費として７２億円ほど、震災関連の公
務災害防止として復興支援に当たっ
た公務員のメンタルヘルス対応など
に５億円ほど必要であったと聞いて
おり、こうした経費を全国の地方自
治体で等分に負担をするため、臨時
的経費で設定をされたものである。
　率は、全国一律であり、平成２２年
度の給与の総額に約０．０４パーセン
トを乗じて得た額を計上している。

　人件費のうち、公務災害
補償基金負担金の増額補

正の内容は。

質  問

12月19日から26日にかけて、付託さ
れた補正予算６議案を審査し、議案の
すべてを全会一致で承認しました。

【第148号】平成２４年度 豊田市一般
会計補正予算

予算決算
委 員 会

　新規就農総合支援費補
助金の給付対象者は、これ

から農業を始める人だけなのか、ま
た、給付対象者が途中で農業をやめ
た場合は給付金を返還しなければな
らないのか。

質  問

教育次世代
委 員 会

12月21日、付託された2議案を審査
し、議案のすべてを全会一致で承認し
ました。他に陳情3件を報告しました。

【第109号】豊田市児童福祉施設の設
備及び運営に関する基準
を定める条例

答  弁 　私立こども園には、国
が定める基準により、人件

費や管理費等にあてるための保育
所運営費の支弁に加え、公立こども
園と同等の保育環境を確保するた
め、保育所運営費では不足する人
件費等に対し、市単独で運営費補
助金を交付し、支援を行っており、条
例制定後も引き続き支援していく。

　省令より上回る保育所
の職員配置基準とのこと

だが、保育師を多く配置することによ
る私立こども園の負担に対する財政
的支援はどのようか。

質  問

　いぼばらこども園での
事故を受けて、ガラスなど

の安全基準について条例を改正する
考えはあるか。

質  問

答  弁 　保育所に限らず、建物
の安全に関する基準は、

建築基準法で定められている。また
厚生労働省令により設備の基準が
定められており、これまで公立・私立
ともに、改善を要求されるような設
備はなかった。今回の事故を受け
て、国の基準を上回る、あるいは国
基準と異なる内容を条例に盛り込む
ことは考えていないが、職員の危機
管理意識の更なる醸成を図り、再発
防止に努めていく。また現在、全て
の公立・私立園におけるガラス扉等
の安全対策の状況を調査しており、
危険箇所への安全対策を実施する
とともに、ガラスへの衝突防止対策
を徹底していく。

答  弁 　今回の条例改正は、平
成２９年４月に予定してい

る全市域の経営統合を視野に入れ
たものであり、平成１７年の市町村合
併を機に、これまで各町村単位で給
水されていた簡易水道事業等につ
いて、効率的で安定的な水運用と維
持管理コストの低減を図るものであ
る。今回の条例改正で、簡易水道事
業は１７箇所の給水区域から５箇所
の給水区域となり、簡易水道区域で
の統合はこれで終了する。

12月21日、付託された５議案を審査
し、議案のすべてを全会一致で承認
しました。

【第146号】豊田市簡易水道等設置条
例の一部を改正する条例

　下山簡易水道事業で計
画されている事業内容は

どのようか。

質  問

生活社会
委 員 会

　平成２９年度に、全市で
上水道の経営統合が行わ

れるが、今回の条例改正との関連性
はどのようか。

質  問

答  弁 　宇連野町地内の管末
から方形浄水場内にある

配水場までの約２．５キロメートルに、
送水管布設及び加圧ポンプ場１箇
所を整備する予定である。

う　　れ　　の

ほう　がた 答  弁 　経営戦略室は、将来を
見据えた政策について、

市長、副市長等の特別職と共に検
討し、実施に向けて所管部局を支援
する役割を担うが、政策の実現のた
めに、経営戦略室の職員が部局に
異動して実践側に回ることも必要な
場合もあると考える。このことから、
必要に応じて人事異動で部門長に
配置することも可能とするために、
一般職である部長級の職員の配置
とした。

12月25日、付託された６議案を審査
し、議案のすべてを承認しました。

【第136号】豊田市事務分掌条例の一
部を改正する条例

　経営戦略室に複数の部
長級職員の配置をする予

定と聞いているが、特別職として配置
することは検討したのか。

質  問

企画総務
委 員 会

　訴えの相手方である被
相続人の相続人が７５名に

もなるが、係争中に相続人が亡くな
るなど、相続人が増えたり変わってし
まった場合にどのように対応するの
か。

質  問

答  弁 　本年度からの新規事業
であり、基本的には平成

２４年４月１日以降に農業経営を開始
した人が対象であるが、経過措置が
設けられており、平成２０年４月１日以
降に開始した人も対象とされてい
る。
　また、給付は半年単位となってお
り、その間、適正に農業経営をして
いれば返還の対象とはならないが、
給付期間中に離農した場合は、残り
の対象期間の給付金を月単位で返
還することになる。
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定書を順次締結している。
　この協定書では、市が日常生活用
品、食料品および医薬材料等の必
要な物資の調達に努めるものとされ
ており、さらに必要物品の備蓄を条
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費として７２億円ほど、震災関連の公
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一般質問～とよた市議会だより～　　平成24年 12月
定例会号 ～とよた市議会だより～　　平成24年 12月

定例会号一 般 質 問

一 般 質 問
　12月17日から19日にかけて、18人の議員が市政の方針や考え方などについて聞く「一般質問」を行いました。その質問と
答弁の一部を要約して掲載します。詳細については市議会ホームページ内の録画映像か、市役所市政情報コーナー（南庁舎1階）、
中央図書館、コミュニティセンター、地区交流館に配布する2月下旬発行予定の会議録をご覧ください。

※質問順に掲載しています。  
※正式な会派名／自民クラブ ： 豊田市議会自民クラブ議員団　市民フォーラム ： 豊田市議会市民フォーラム　
　公明党 ： 公明党豊田市議団　諸派 ： 会派所属無

質 問 豊田地域医療センター
再整備の今後の進め方

●第７次豊田市総合計画後期実践計画 
●(仮称)第２次教育行政計画
●豊田地域医療センターの再整備 

自民クラブ日惠野雅俊

　地域医療センターの機能や規模な
どの協議を始めるに至った要因は、ここ
数年の救急医療、災害医療、中山間地
域医療などの整備が進んだほか、医療
関係者の努力により市民のみなさんが
受診に困るような事態になっていない
ためである。将来を見通した地域医療
センターの姿を示していただいた今回
の報告を参考にしながら、年度内をめ
どに最終判断をしたい。

答 弁 産業部

　航空宇宙関連分野は世界規模で需
要が見込める有望分野の一つと認識
している。加えて、愛知県は国際戦略
総合特区の指定を受け、航空宇宙産
業の集積拠点の形成を目指している
ことから、本市においても産業振興委
員会や企業誘致審査会の意見を聞き
ながら、航空宇宙関連分野の重点産
業分野への追加について検討してい
く。

　豊田地域医療センターの再整備
検討委員会が提出した報告書を受
けて、今後、市としてどのように進め
ていくのか。

答 弁 市長

質 問 条例の重点産業分野に航空
宇宙分野などの追加を

●本市における交通指導員のあり方 
●豊田市企業誘致推進条例、規則の改正を求める 
●健康維持、増進策としてのマレットゴルフ

諸　派岡田耕一

　企業誘致における重点産業分野
に航空宇宙分野を追加すべきと考え
るが見解は。

質 問 小中学校の教室への扇風
機設置について

●学校の学習環境の向上 
●都市の新たな成長基盤の整備
●更なる防犯対策の推進  

自民クラブ太田博康

　普通教室に設置した扇風機の効果
についてのアンケートでは、児童生徒
の94％、校務主任の99％が教室が涼
しくなったと回答したほか、児童生徒
の71％、校務主任の97％が授業に集
中できるようになったと回答している。
このことから十分な効果があったと考
えている。また、校務主任の99％から、
特別教室にも扇風機を設置してほし
いという意見が出されており、来年度

　普通教室に設置した扇風機の効
果検証の結果と、特別教室への扇風
機設置の考え方は。

答 弁 教育行政部

質 問 奨学金制度の今後の
取組について

●第２期市民活動促進計画 
●指導力のある教師の育成・養成
●教育の機会均等を図る奨学金制度の充実 

自民クラブ原田勇司

奨学金の返済負担の重さを理由に、
大学進学をあきらめる人も多いと聞
く。優秀な人材が経済的な理由で進
学を断念したり、将来の不安無く学
業に専念できるよう、支給型奨学金
の導入を考えては。

答 弁 市長

質 問 中小企業支援の方針と
取組姿勢

●中小企業支援による産業の活性化 

市民フォーラム作元志津夫

　人材やノウハウ、時間、資金などの
不足によって新たな事業展開に踏み
出せない中小企業の実情を踏まえ、
新事業展開に向けた産学官連携の研
究会をできるだけ早く立ち上げたい。
また、企業訪問ツアーの実施や学生と
企業のマッチングの場の提供などに
よる人材確保の支援などを行っていく
ほか、大型見本市への集団出展など
で企業を対外的にＰＲし、新たな事業
展開を応援していく。これらの支援は、
とよたイノベーションセンターを核とし
て活用しながら、スピード感を持って取
り組んでいく。

　産業革新ビジョン2011を踏まえ、
今後の中小企業支援の方針と取組
姿勢はどのようか。

質 問 後期実践計画の事業実施
にあたっての財源の考え方

●後期実践計画における中山間地施策 

自民クラブ鈴木　章

　第7次豊田市総合計画後期実践計
画における中山間地施策の実施に
あたり、その財源をどのように考え
ているのか。

質 問 難聴児の補聴器購入費の
補助制度と、生活・教育支援

●新システム実施より、公的保育の拡充を 
●障がい児・障がい者への支援の拡充を 

諸　派根本美春

答 弁 福祉保健部

　本市には愛知県内でも2か所しかな
い難聴児通園施設の「なのはな」を平
成8年度に開設し、難聴児の早期発
見・早期療育に積極的に取り組んでき
た。補聴器で聴覚を補うことは、言語
や精神の発達、社会性の構築などに
効果があるほか、学齢期においては授
業内容を聞き取るのに有効であり、教
育現場の円滑化にも貢献する。そうし
た認識の中で、すでに中等度以下の
難聴児への補聴器購入費助成制度
を平成25年度から実施するための予
算計上などの準備を進めている。

質 問 再生可能エネルギーの
導入促進と育成支援

●産業政策と雇用対策の転換をもとめる 

諸　派大村義則

　再生可能エネルギーの導入促進
と関連産業の育成について、本市の
考えは。

　今回の再生可能エネルギーに関す
る指針策定は、再生可能エネルギー
の導入促進を狙いとした関連産業の
育成支援の方針を定め、持続可能で
活力ある低炭素社会、安全・安心で自
立した都市の実現を目指すものであ
る。施策の方針では、市内事業者が新
たなビジネスチャンスとして、自動車産
業で培った技術や経験を生かし、発電
事業や再生可能エネルギーに関連し
た製品づくりなどに取り組むことを中
心に支援する方向性を定めている。指
針に基づき、早期に具体的な施策を
打ち出していく。

答 弁 総合企画部

　難聴児の補聴器購入費の補助制
度をつくり、生活・教育での支援を行
うことに対する考えは。

質 問 地域バスの新規路線の考え方

●市民生活の安定に向けて 
●火災予防の推進
●豊田市民の安全・安心  

自民クラブ深津眞一

　地域バスは主要な交通ネットワークの
鉄道や基幹バスを補完するための公共
交通で、地域内をくまなく運行し、地域
住民の日常生活を支えるのが目的であ
る。地域バスは地域住民が主体となって
運行を支えるのが基本のため、新規路
線を開始する場合は、計画の立ち上げ
段階から、地域と行政とが共働して進
め、計画立案してから本格運行まで3年
ほどの検討期間を要する。現在、上郷地
域が平成21年度に、石野地域が平成
23年度に、逢妻地域が平成24年度に、
それぞれ準備組織を立ち上げて検討し
ている。

　地域密着型の地域バスの新規路
線の実施計画はどのようか。

答 弁 社会部

答 弁 学校教育部

　本市の貸付奨学金制度は国の貸
付奨学金制度の充実により一定の役
割を果たしたと考えている。今後は家
計の厳しい優秀な学生が安心して進
学し、勉学に励むことができるように、
これまでの貸付型奨学金制度を見直
し、返還義務のない支給型奨学金へ
の切り替えなどを検討していきたい。

　農山村振興対策は後期実践計画に
おいても積極的に進めていく施策に位
置づけられる見込みである。過疎対策
事業債の制度に期限があることや、今
後、地方交付税が段階的に減少、ある
いは終了するなど、本市にとっては厳
しい状況となってくるが、その事業の推
進に当たっては、引き続き過疎対策事
業債など有利な制度を最大限活用し
ていく。

答 弁 総務部以降、利用頻度の高い特別教室に、
順次扇風機を設置していきたいと考
えている。
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一般質問～とよた市議会だより～　　平成24年 12月
定例会号 ～とよた市議会だより～　　平成24年 12月

定例会号一 般 質 問

一 般 質 問
　12月17日から19日にかけて、18人の議員が市政の方針や考え方などについて聞く「一般質問」を行いました。その質問と
答弁の一部を要約して掲載します。詳細については市議会ホームページ内の録画映像か、市役所市政情報コーナー（南庁舎1階）、
中央図書館、コミュニティセンター、地区交流館に配布する2月下旬発行予定の会議録をご覧ください。

※質問順に掲載しています。  
※正式な会派名／自民クラブ ： 豊田市議会自民クラブ議員団　市民フォーラム ： 豊田市議会市民フォーラム　
　公明党 ： 公明党豊田市議団　諸派 ： 会派所属無

質 問 豊田地域医療センター
再整備の今後の進め方

●第７次豊田市総合計画後期実践計画 
●(仮称)第２次教育行政計画
●豊田地域医療センターの再整備 

自民クラブ日惠野雅俊

　地域医療センターの機能や規模な
どの協議を始めるに至った要因は、ここ
数年の救急医療、災害医療、中山間地
域医療などの整備が進んだほか、医療
関係者の努力により市民のみなさんが
受診に困るような事態になっていない
ためである。将来を見通した地域医療
センターの姿を示していただいた今回
の報告を参考にしながら、年度内をめ
どに最終判断をしたい。

答 弁 産業部

　航空宇宙関連分野は世界規模で需
要が見込める有望分野の一つと認識
している。加えて、愛知県は国際戦略
総合特区の指定を受け、航空宇宙産
業の集積拠点の形成を目指している
ことから、本市においても産業振興委
員会や企業誘致審査会の意見を聞き
ながら、航空宇宙関連分野の重点産
業分野への追加について検討してい
く。

　豊田地域医療センターの再整備
検討委員会が提出した報告書を受
けて、今後、市としてどのように進め
ていくのか。

答 弁 市長

質 問 条例の重点産業分野に航空
宇宙分野などの追加を

●本市における交通指導員のあり方 
●豊田市企業誘致推進条例、規則の改正を求める 
●健康維持、増進策としてのマレットゴルフ

諸　派岡田耕一

　企業誘致における重点産業分野
に航空宇宙分野を追加すべきと考え
るが見解は。

質 問 小中学校の教室への扇風
機設置について

●学校の学習環境の向上 
●都市の新たな成長基盤の整備
●更なる防犯対策の推進  

自民クラブ太田博康

　普通教室に設置した扇風機の効果
についてのアンケートでは、児童生徒
の94％、校務主任の99％が教室が涼
しくなったと回答したほか、児童生徒
の71％、校務主任の97％が授業に集
中できるようになったと回答している。
このことから十分な効果があったと考
えている。また、校務主任の99％から、
特別教室にも扇風機を設置してほし
いという意見が出されており、来年度

　普通教室に設置した扇風機の効
果検証の結果と、特別教室への扇風
機設置の考え方は。

答 弁 教育行政部

質 問 奨学金制度の今後の
取組について

●第２期市民活動促進計画 
●指導力のある教師の育成・養成
●教育の機会均等を図る奨学金制度の充実 

自民クラブ原田勇司

奨学金の返済負担の重さを理由に、
大学進学をあきらめる人も多いと聞
く。優秀な人材が経済的な理由で進
学を断念したり、将来の不安無く学
業に専念できるよう、支給型奨学金
の導入を考えては。

答 弁 市長

質 問 中小企業支援の方針と
取組姿勢

●中小企業支援による産業の活性化 

市民フォーラム作元志津夫

　人材やノウハウ、時間、資金などの
不足によって新たな事業展開に踏み
出せない中小企業の実情を踏まえ、
新事業展開に向けた産学官連携の研
究会をできるだけ早く立ち上げたい。
また、企業訪問ツアーの実施や学生と
企業のマッチングの場の提供などに
よる人材確保の支援などを行っていく
ほか、大型見本市への集団出展など
で企業を対外的にＰＲし、新たな事業
展開を応援していく。これらの支援は、
とよたイノベーションセンターを核とし
て活用しながら、スピード感を持って取
り組んでいく。

　産業革新ビジョン2011を踏まえ、
今後の中小企業支援の方針と取組
姿勢はどのようか。

質 問 後期実践計画の事業実施
にあたっての財源の考え方

●後期実践計画における中山間地施策 

自民クラブ鈴木　章

　第7次豊田市総合計画後期実践計
画における中山間地施策の実施に
あたり、その財源をどのように考え
ているのか。

質 問 難聴児の補聴器購入費の
補助制度と、生活・教育支援

●新システム実施より、公的保育の拡充を 
●障がい児・障がい者への支援の拡充を 

諸　派根本美春

答 弁 福祉保健部

　本市には愛知県内でも2か所しかな
い難聴児通園施設の「なのはな」を平
成8年度に開設し、難聴児の早期発
見・早期療育に積極的に取り組んでき
た。補聴器で聴覚を補うことは、言語
や精神の発達、社会性の構築などに
効果があるほか、学齢期においては授
業内容を聞き取るのに有効であり、教
育現場の円滑化にも貢献する。そうし
た認識の中で、すでに中等度以下の
難聴児への補聴器購入費助成制度
を平成25年度から実施するための予
算計上などの準備を進めている。

質 問 再生可能エネルギーの
導入促進と育成支援

●産業政策と雇用対策の転換をもとめる 

諸　派大村義則

　再生可能エネルギーの導入促進
と関連産業の育成について、本市の
考えは。

　今回の再生可能エネルギーに関す
る指針策定は、再生可能エネルギー
の導入促進を狙いとした関連産業の
育成支援の方針を定め、持続可能で
活力ある低炭素社会、安全・安心で自
立した都市の実現を目指すものであ
る。施策の方針では、市内事業者が新
たなビジネスチャンスとして、自動車産
業で培った技術や経験を生かし、発電
事業や再生可能エネルギーに関連し
た製品づくりなどに取り組むことを中
心に支援する方向性を定めている。指
針に基づき、早期に具体的な施策を
打ち出していく。

答 弁 総合企画部

　難聴児の補聴器購入費の補助制
度をつくり、生活・教育での支援を行
うことに対する考えは。

質 問 地域バスの新規路線の考え方

●市民生活の安定に向けて 
●火災予防の推進
●豊田市民の安全・安心  

自民クラブ深津眞一

　地域バスは主要な交通ネットワークの
鉄道や基幹バスを補完するための公共
交通で、地域内をくまなく運行し、地域
住民の日常生活を支えるのが目的であ
る。地域バスは地域住民が主体となって
運行を支えるのが基本のため、新規路
線を開始する場合は、計画の立ち上げ
段階から、地域と行政とが共働して進
め、計画立案してから本格運行まで3年
ほどの検討期間を要する。現在、上郷地
域が平成21年度に、石野地域が平成
23年度に、逢妻地域が平成24年度に、
それぞれ準備組織を立ち上げて検討し
ている。

　地域密着型の地域バスの新規路
線の実施計画はどのようか。

答 弁 社会部

答 弁 学校教育部

　本市の貸付奨学金制度は国の貸
付奨学金制度の充実により一定の役
割を果たしたと考えている。今後は家
計の厳しい優秀な学生が安心して進
学し、勉学に励むことができるように、
これまでの貸付型奨学金制度を見直
し、返還義務のない支給型奨学金へ
の切り替えなどを検討していきたい。

　農山村振興対策は後期実践計画に
おいても積極的に進めていく施策に位
置づけられる見込みである。過疎対策
事業債の制度に期限があることや、今
後、地方交付税が段階的に減少、ある
いは終了するなど、本市にとっては厳
しい状況となってくるが、その事業の推
進に当たっては、引き続き過疎対策事
業債など有利な制度を最大限活用し
ていく。

答 弁 総務部以降、利用頻度の高い特別教室に、
順次扇風機を設置していきたいと考
えている。
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TOYOTA  CITY  COUNCIL

とよたとよた市議会
だより

12月市議会
定例会号
平成25年2月1日
ファイルNo.
113 

3月市議会定例会の予定
3月市議会定例会は
2月22日（金）開会予定です

※この冊子は、折込み「12月市議会
　定例会号」です。
※このページは裏面です。
　本紙から抜き取ってご覧ください。

ご意見 ご 感 想
　「市議会だより」について、ご意見・ご感
想また、市議会へのご意見・ご要望もお受け
していますので、下記までお寄せください。

【宛先・お問い合わせ】

豊田市議会事務局
〒471-8501 豊田市西町３丁目６０番地

F M ラジ オで

ケーブルテレビで

豊田市議会
ホームページで

『市議会だより』のバックナンバーや
詳しい会議録もご覧いただけます。

★代表・一般質問の様子を視聴できます★

インターネット録画放送
http://toyota-shigikai.jp

「動画で見る！代表・一般質問」をクリック！

ひまわりネットワーク 生中継＆録画放送
チャンネル／1２１ch(ひまわりチャンネル)

FMとよた(ラジオ・ラブィート)生中継
チャンネル／78.6MHz

豊田市議会

古紙パルプ配合率１００％再生紙を仕様

豊田市議会は、古紙配合率１００％の再生紙と大豆インキ、有害な
廃液を一切排出しない水なし印刷方式を採用しています

「バタフライマーク」

～とよた市議会だより～　　平成24年 12月
定例会号

　議員の仕事  ～地域市議会報告会・市民シンポジウム編～

●一般質問　18人の議員が質問
●トピックス
議員研修・防犯キャンペーンなど

●トップインフォメーション　
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2 市政について問う！
●常任委員会  付託案件・請願を審査

4
●議案説明・討論
  　条例の制定・一部改正など

5●議案審議結果

若手農業者を応援

農山村定住応援住宅条例を制定

事務分掌条例を改正し、市役所の組織を改編
低家賃住宅を設置し、定住をサポートします

保健所機能を集約して健康部を新設します

青年就農給付金制度で支援青年就農給付金制度で支援

　本市では、45歳未満で独立・自営就農をする方に対し、あらたに青年就農給付金制度で、年間150万円を支給
します。就農後の不安定な経営を支え、これからの農業の担い手を応援します。

　とよた市議会だより９月定例会号(平成24年10月15日発行)の11ページ「一般質問」の原稿に一部誤りがありました。おわびして訂正いたします。

→正しくは「購入総額　約142億円」です。【Ｐ11右下　岡田議員の質問２行目】「・・・購入総額　約42億円・・・」

おわびと訂正

議会の危機管理について学ぶ
議員合同研修会を実施
議会の危機管理について学ぶ
議員合同研修会を実施
　11月15日、知立市文化会館で西三河四市（岡崎、安城、知立、豊田）
の議員合同研修会が開催されました。講師に明治大学名誉教授の
中邨章（なかむら あきら）氏を迎え、「自助と公助のはざまで」と題し
て地方議会の改革と危機への備えについて学びました。

年末防犯キャンペーンに参加年末防犯キャンペーンに参加
　12月３日、防犯意識を高め、年末年始を安全に過ごしていただくよ
う、中心市街地で街頭啓発活動を実施しました。地域の防犯活動団体
と市議会議員が協力し、歩行者に啓発グッズを配布しながら防犯の大
切さを呼びかけました。

▲名鉄豊田市駅周辺で啓発グッズを配布

▲西三河四市の議員に講義を行う中邨氏（左）

藤岡南中学校生徒が議会を傍聴藤岡南中学校生徒が議会を傍聴
　12月17日、藤岡南中学校３年生の生徒152名が社会科の授業の一
環として12月定例会に訪れ、一般質問を熱心に傍聴しました。豊田市
議会では、わかりやすく開かれた議会を目指して、議会傍聴や議場見
学の受け入れを行っています。

▲熱心に傍聴をする藤岡南中学校の生徒のみなさん

◆お知らせ◆ 12月4日に八木哲也氏が辞職したため、豊田市議会の現在の議員数は45名です。
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